






































































































































































 ただし、代表的消費者には以下の制約があるものとする。  





































      rGkA i


















     （7） 
ここで付言しておくと、資産市場は、均衡ではa=kが成立しており、Aに関しては下記の式が成
立しているものとする16)。 





































   e
tn vce    1      （11） 
次に、状態変数kに関するハミルトニアンの微分に関しては、下記の式が導出される。  
 nrvv       （12） 
次に、横断性条件は下記の通りになる。  










































































     （15） 
また、kの成長率に関する式は次のようになる。 
  CmdcnkkGAkk e 














































































   （18） 
まず、制御変数cに関してハミルトニアンの微分を行い、これを0とおくと、下記の式が導出さ
れる。 
   e
tn vce    1      （19） 
次に、状態変数kに関するハミルトニアンの微分に関しては、下記の式が導出される。  
 nGAkvv     11     （20） 
次に、状態変数Aに関するハミルトニアンの微分に関しては、下記の式が導出される。  
LGk    1      （21） 
次に、変数Gに関してハミルトニアンの微分を行い、これを0とおくと、下記の式が導出される。 












































































































      （25） 
ここでは、   
1























































































線が、 0k の曲線の最高点より左側になっている点を説明しておく。 0k の曲線の最高点で
は、   nkf g   が成立しており、持続状態においては、     *kf が成立している。こ
こで、 f は本稿における生産関数を示しており、kgはその最高値におけるkの値であり、k＊は





















































































次に、収束速度について分析する。なお、ここでは、d と Cm とが等しい、という前提も加
えてそれを考察する。まず、（15）（16）を、c と k の対数で書き換えると、下記のようになる。  
  

   keAG
dt
cd log111)(log


















log11)(log      （31） 
また、（30）を、  ckf log,log2 と表し、（31）を、  ckf log,log1 と表すこととする。 
持続状態では、次のことが成立する。  
    
















eeAG      （33） 





























































   
   
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